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 後述するように、占領期という時代は米ソ冷戦の進展を反映して 1948 年から 1949 年
にかけて新しい段階に入っていくことになる。米国による初期対日占領政策の目標は日本








日本国憲法の制定過程については、1946 年 2 月の憲法改正要綱（松本烝治案）却下、
同年 3 月のマーカーサー3 原則（天皇の象徴化、戦争放棄と軍備撤廃、封建的諸制度の廃
止）手交など、GHQ 側の関与があったことは周知のとおりである。では、当時の日本の
指導層はこうした現状をどう認識していたのか。戦前、立憲政友会衆議院議員を務めた安
藤正純は第一次吉田内閣（日本自由党・進歩党の連立政権）期の 1946 年 6 月 6 日、首相
兼外相である吉田茂と懇談しており、そのやりとりを日記で以下のように記している。 
 


































上の背景として、1947 年 3 月のトルーマン＝ドクトリンに始まる封じ込め政策の展開な











1949 年１月、第 24 回衆議院議員総選挙の結果、民主自由党は 264 議席を確保し、その



















































































































































1954 年 12 月、第五次吉田内閣が造船疑獄事件の影響から総辞職すると、新たに第一次
鳩山内閣（日本民主党）が成立する。そして、1955 年 2月の第 27 回衆議院議員総選挙で
は日本民主党（総裁・鳩山一郎）が 185 議席、自由党（総裁・緒方竹虎）が 112 議席、左














































































































































への移行が加速していく。そのことは 1963 年の GATT（関税と貿易に関する一般協定）11





























































































 そして、この 1970 年代における自民党政治の内実を象徴するのが青嵐会である。青嵐














































































内閣（1991.11～1993.8）のうち、政権担当期間が 2 年を超えたのは海部内閣（2 年 3 ヶ月）
のみであった。この時期を特徴付けるのは、①政治改革論議の高まり、②内需主導型経済
に代わる新しい成長戦略の欠如、③自民党における党内不一致という三点である。 
①は 1988 年のリクルート事件、1991（平成 3）年の東京佐川急便事件が大きな背景に
なっており、中選挙区制の下で発達した政官財の癒着構造（「鉄の三角形」）や、自民党一








われた 20 年」と呼ばれる長期不況に突入していく。 










クトリン』という 55 年体制下の外交理念に再検討を迫った」５５)ものであった。 
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